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究を生み出した（c.f. Fang and Moro 2011）．この一連の流れのなかで，ポジティブ・アク
ションの是正効果を明示的に，そして理論的に検討した研究として，コートとラウリー










































































る（e.g. Adjaye-Gbewonyo and Kawachi 2012; 石田 2011）．このとき，比較対象に選定さ
れる他者との間に何らかの類似性が必要となるが（e.g. Singer 1981），「同僚」といった職





































わち， iX に位置する個人 iは， jX の地位にいる他者 jに対して，以下の比較関数から定義

















での不満を );( ji XXD の期待値として理解すれば， iX に位置する個人 iが感じる所属集団で
の不満 )( iXRD は，望ましい地位にある集団成員の割合 )1Pr( X と，その地位についていな
























  (1) 
と表すことが可能である． 
 このように，地位 X がどのように集団内で配分されているのか，によって，当該集団での
























































上の式にある「 s, に条件づけられた X の比率 ),|Pr( sX  」は「個人特性をどのように地位
X の割り当てに考慮するのか」を示す規則の運用のありかたに対応していると理解できよ
う．さらに，単純化のため，有資格であることと性別が独立であり（ )Pr()Pr(),Pr( ss   ），
有資格／無資格比，および男女比がそれぞれ 1であると仮定すれば（ 2/1)0Pr()1Pr(  


























   (2) 









































































となる．                                   □ 
 
 この命題から，「ある個人属性条件を満たす，すべての個人を地位 X に割り当てる」規則
の導入によって，集団全体での不満度 RDが最大になることが理解できる(6)．例えば，すべ
ての女性を地位 X に割り当て，逆にすべての男性を地位 X に割り当てない規則の導入は，
),|Pr( sX  を次のように設定した場合と理解できる．  
1)1,0|1Pr()1,1|1Pr(  sXsX   
0)0,0|1Pr()0,1|1Pr(  sXsX   
それゆえ， 2P を満たすので，命題で示した RDの最大化条件を満たした規則と判断でき
る．また，有資格であるすべての成員に地位 X を割り当て，無資格者の成員には地位 X を
割り当てない規則は， 
1)0,1|1Pr()1,1|1Pr(  sXsX   





























   (3) 
上記の式における ]1,0[ は，規則上で有資格者か否か  と性別 sを地位 X の割り当てに
どの程度考慮するのか，を示したパラメータである． の増加は，有資格か否か，がより重
要な基準となることを示し， 5.0 のときに，いずれの個人特性も等しく考慮する規則が実
現される．また， 0 と 1 のときは，それぞれ  のみが地位 X の割り当てに考慮された
規則と， sのみが地位 X への割り当てに考慮された規則を表す．  
図 1 は， の変化に伴う，具体的な個人の特性プロフィール )}0,0(),1,0(),0,1(),1,1{(),( sr
ごとの地位 X への割り当て確率の変化をプロットしたものである．有資格者であることの
みが割り当てに作用するケース（ 1 ）では，有資格者である男女ともに地位 X の割り当
て確率は 73.0)}1exp(1/{)1exp(  となり，たとえ有資格者であったとしても，おおよそ 27.0
の確率で地位 X が割り当てられないが，無資格者でも 5.0)}0exp(1/{)0exp(  の確率で
地位 X が割り当てられる．性差のみ（ここでは女性であること）で割り当てが決まる場合は
（ ）0 ，有資格者の男性が地位 X に割り当てられる確率は 5.0)}0exp(1/{)0exp(  である
のに対して，女性のそれはおおよそ 0.73となり，女性のほうがより地位 X に割り当てられ
る確率が高くなる．また， 5.0 であれば，有資格者の男性のほうが，無資格者の女性より














































   (4) 
この(4)式を検討することで，「2つの個人特性条件をそれぞれどの程度重視するのか」とい
う意味で異なる種々の規則と，その規則の導入に伴う集団全体での不満度との関係が理解






図 2  による集団全体での不満度 )(RD の変化 
 
この図 2から指摘できる事実として，まず，「ある個人特性条件のみを地位 X への割り当
て規則に採用する場合，（そうではない規則に比較し）その集団における不満度は極めて高
い水準になる」という点を挙げられる．この点はすでに導出した RDの最大化条件の命題と






















































































(7) 特定の個人属性条件を満たすすべての成員を地位 X に割り当てる極端な規則だけでは




本研究は JSPS科研費 16K17241の助成を受けたものです. 
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